
国立大学法人等の施設整備に関連する国家戦略等の動向

１．統合イノベーション戦略（平成30年６月15日閣議決定）

第３章 知の創造
（１）大学改革等によるイノベーション・エコシステムの創出

② 現状認識
ⅰ）経営環境の壁

国立大学は法人化以後も民間資金等の獲得が少なく国費による運営の依存度が高いなど、財源の多様化が
十分図られておらず、欧米の有力研究大学に比べ経営基盤が弱い。また、経営人材も不足している。国立大
学の経営基盤を強化し経営環境の改善を図るためには運営費交付金以外の財源の獲得や大学資産の活用を促
進するとともに、経営と教育研究の適切な機能分担が不可欠である。

③ 今後の方向性及び具体的に講ずる主要施策
ⅰ）経営環境の改善

○ 大学改革を断行してイノベーション・エコシステムを構築するため、改革の要となる学長のリーダー
シップに基づくガバナンスを強化するとともに、財源の多様化や大学の連携・再編など、経営基盤の強
化と効率的な経営を推進する。

＜国立大学の財源の多様化＞
・共同利用可能な財務会計・人事給与システム導入等による競争的研究費や民間からの共同・受託研究費の

間接経費の使途の明確化とその導入の徹底を行うとともに、産業界等からの資金（直接経費、間接経費の
ほか、産業界の合意を得た上で産学連携に係る活動の充実強化に必要な経費を含む。）や寄付金の受入れ、
戦略的な施設マネジメント等による大学資産の有効活用を促進

ⅲ）研究生産性の向上
＜研究施設・設備等の整備・共用の促進＞
・文部科学省において、大学・研究機関等の先端的な研究施設・設備・機器等の整備・共用を進めつつ、周

辺の大学や企業等が研究施設等を相互に活用するためのネットワークの構築を推進（産学官連携を支え研
究開発投資効果を最大化）

資料１
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２．第３期教育振興基本計画（平成30年６月15日 閣議決定）

第１部 我が国における今後の教育政策の方向性
Ⅴ．今後の教育政策の遂行に当たって特に留意すべき視点
２．教育投資の在り方 （４）本計画期間における教育投資の方向性

（各教育段階における教育の質の向上）
○ 大学施設は，創造性豊かな人材養成，独創的・先端的な学術研究の推進など大学等の使命を果たす基盤

として重要な役割を担うものであり，多様で質の高い教育研究を展開できるよう，改修等の施設整備を計
画的・重点的に進めることが重要である。

第２部 今後５年間の教育政策の目標と施策群
２．社会の持続的な発展を牽引するための多様な力を育成する
目標（８）大学院教育の改革等を通じたイノベーションを牽引する人材の育成

○ 高等専門学校における技術者教育の推進
・ 超スマート社会（Society5.0）等の社会変革に対応するため，社会的要請が高いサイバーセキュリティ，

IoT,ロボット等の分野における実践的・創造的技術者を養成することを目指し，大学との共同教育プログラ
ムの構築や，「新産業を牽引する人材育成」 ，「地域への貢献」 ，「国際化の加速・推進」を軸に，各高
等専門学校の強み・特色の伸長を図る等，高等専門学校教育の高度化を推進する。
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５．教育政策推進のための基盤を整備する
目標（１８）安全・安心で質の高い教育研究環境の整備

教育内容・方法等の変化や多様化への対応などの教育環境の質的向上を図りつつ，早期に耐震化を完了し，
長寿命化改修を中心とした計画的な老朽化対策を進める。また，教材，学校図書館，社会教育施設等の学校内
外における教育環境を充実する。さらに，大学施設については，計画的な老朽化対策に併せ，次代を担う人材
育成やイノベーション創出のための教育研究環境の整備を推進する。

また，建学の精神に基づく多様な人材育成や特色ある教育研究を展開し，公教育の大きな部分を担っている
私立学校の重要性に鑑み，その基盤としての教育研究環境の整備を推進する。

（測定指標）
・ 公立学校施設の長寿命化計画の策定率を100％にする
・ 緊急的に老朽化対策が必要な公立小中学校施設の未改修面積の計画的な縮減
・ 教育研究活動に著しく支障がある国立大学等の老朽施設の未改修面積の計画的な縮減
・ 私立学校の耐震化等の推進（早期の耐震化，天井等落下防止対策の完了）

○ 安全・安心で質の高い学校施設等の整備の推進
・ 公立学校について，長寿命化改修を中心とした計画的な老朽化対策の実施に加え，非構造部材の耐震対策，

防災機能強化，教育環境の質的向上を推進する。また，国立大学等について，第４次国立大学法人等施設整
備５か年計画を踏まえ計画的な老朽化対策や大学の機能強化を支える基盤整備等を着実に実施する。また，
私立学校について，国公立学校の状況を勘案しつつ，早期の耐震化完了，屋内運動場等の天井等落下防止対
策の完了及び非構造部材の耐震対策等防災機能強化を推進する。
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３．経済財政運営と改革の基本方針2018（平成30年６月15日閣議決定）
第２章 力強い経済成長の実現に向けた重点的な取組

１．人づくり革命の実現と拡大
（１）人材への投資
（高等専門学校、専門学校等における実践的な職業教育の推進）

実践的・創造的技術者を養成することを目的とする高等専門学校の高度化等を進めるとともに、大学・専門学
校における専門教育プログラムの開発、専門職大学の開設により、実践的な職業教育を進める。

５．重要課題への取組
（２）投資とイノベーションの促進
① 科学技術・イノベーションの推進

Society 5.0 の実現、イノベーション・エコシステムの構築に向けて、「第５期科学技術基本計画」及び「統合
イノベーション戦略」に基づき、官民を挙げて研究開発を推進する。若手研究者への重点支援やオープンイノベー
ションの仕組みの推進等により、我が国の基礎科学力・基盤技術から社会への実装までを強化するとともに、地方
創生につなげる。

② 教育の質の向上等
「第３期教育振興基本計画」や教育再生実行会議の提言に基づき、Society 5.0 に向けた総合的な人材育成をは

じめとした教育の質の向上に総合的に取り組む。
新学習指導要領を円滑に実施するとともに、地域振興の核としての高等学校の機能強化、１人１社制の在り方の

検討、子供の体験活動の充実、安全・安心な学校施設の効率的な整備、セーフティプロモーションの考え方も参考
にした学校安全の推進などを進める。また、在外教育施設における教育機能の強化を図る。

第３章 「経済・財政一体改革」の推進
４. 主要分野ごとの計画の基本方針と重要課題 （４）文教・科学技術等
（少子化の進展を踏まえた予算の効率化、教育の質の向上等）

（略）また、学校施設について先進・優良事例の横展開を含め長寿命化に向けた施設計画策定や学校統合、廃校
施設の活用促進に一体的に取り組むとともに、学校事務の共同実施、教育の情報化等について、ＫＰＩを掲げ工程
化して推進する。
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４．未来投資戦略2018（平成30年６月15日 閣議決定）
第１ 基本的視座と重点施策
３．「Society 5.0」の実現に向けて今後取り組む重点分野と、変革の牽引力となる「フラッグシップ・プロジェクト」

（３）「行政」「インフラ」関連プロジェクト
▶PPP／PFI手法の導入加速

・国有林について、公益的機能を維持しつつ、民間事業者の長期・大ロットでの使用収益を可能とする仕組みを整備するとと
もに、空港、上下水道、道路、文教施設、港湾などの重点分野のコンセッションの取組を強化する。

第２ 具体的施策
Ⅱ．経済構造革新への基盤づくり
[1]データ駆動型社会の共通インフラの整備 ３．イノベーションを生み出す大学改革と産学官連携・ベンチャー支援
３-１. 自律的なイノベーションエコシステムの構築
（３） 新たに講ずべき具体的施策

ⅰ）大学改革等による知的集約産業の創出
③研究生産性の向上
・産学官連携を支え、生産性の飛躍的向上の基盤となる高速電子計算機施設、放射光施設、中性子線施設等の先端的な研究施設・

設備の整備・共用やポスト「京」の開発を進めるとともに、大学等が有する研究設備・機器等を有効活用するための研究組織内
共用システムについて平成32年度末までに100組織を目指して展開し、複数大学、高等専門学校、公設試等が連携した研究機器
相互利用ネットワークを構築する。

ⅱ）我が国が強い分野への重点投資
・研究拠点や研究基盤の整備に当たっては、知識集約社会の形成を目指し、国際的に優位な学術情報通信基盤等やこれまでの集積

を活用するとともに、組織のトップのマネジメントの下、内外のトップ研究者を結集し、イノベーション・ベンチャーのエコシ
ステムの構築等を通じて、産学官の枠を超え、リソースを結集して行う。

④ボーダレスな挑戦（国際化、大学産学連携）
・高等専門学校について、技術者教育の特色を基盤に、大学等との連携により機能を補完する等、「Society 5.0」時代を担うIoT、

ロボティクス、サイバーセキュリティ等の技術者の育成に資する高等専門学校教育の一層の高度化・国際化を来年度から推進す
る。
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５．Society5.0に向けた人材育成 ～社会が変わる、学びが変わる～
（平成30年６月５日 Society5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会、新たな時代を豊かに生き
る力の育成に関する省内タスクフォース）

第２章 新たな時代に向けて取り組むべき政策の方向性
（「新たな時代を豊かに生きる力の育成に関する省内タスクフォース」における議論の整理）
（略）

Society 5.0 における教育を見据えた条件整備も欠かせない。AI やビッグデータ等の先端技術が、教育の質の向上に劇的
なインパクトを与えることを見据え、ICT 環境や新たな教育ニーズに対応できる学校施設など次世代の教育インフラを充実
していく必要がある。



高等教育機関の教育研究体制

2040年の社会の姿

2040年に向けた高等教育の課題と方向性

→ 全ての人が必要な教育を受け、その能力を最大限に発揮でき、平和と豊かさを享受できる社会へ

→ 現時点では想像もつかない仕事に従事、幅広い知識をもとに、 新しいアイデアや構想を生み出せる力が強みに

→ 生涯を通じて切れ目なく学び、すべての人が活躍し続けられる社会へ

→ 独自の社会の在り方や文化を踏まえた上で、多様性を受け入れる社会システムの構築へ

→ 知識集約型経済を活かした地方拠点の創出と、個人の価値観を尊重する生活環境を提供できる社会へ

今後の高等教育の将来像の提示に向けた中間まとめ【概要】

SDGs（持続可能な開発のための目標）
Society5.0・第4次産業革命
人生100年時代
グローバル化
地方創生

高等教育における「学び」の再構築 高等教育の新たな役割
高等教育に対する

社会からの関与・理解と支援の在り方 18歳人口減への対応
◇ 「何を学び、身に付けることができるのか」を中軸に据えた

学修者本位の高等教育への転換

◇ 個々人の「強み」や卓越した才能を最大限伸長する教育、
文系 ・理系の区別にとらわれない、新しいリテラシーにも
対応した教育、専門知や技能を組み合わせた教育の充実

◇ 「社会に開かれた教育課程」という理念の初等中等教育
からの接続を意識した、高等教育における「学び」の再構築

◇ リカレント教育を通じ、世代を越えた
「知識の共通基盤」に

◇ 国内外に必要な教育を提供
（日本の高等教育の国際展開）

◇ 地方創生、地域を支える人材の育成

◇ 高等教育機関自らが、その「強み」と「特色」を社会に発信

◇ 高等教育の質保証に関する国内外での認知向上

◇ 産業界の雇用の在り方、働き方改革と、高等教育が提供
する学びのマッチング

◇ 教育投資効果を最大化する形での公的支援、
人材面での社会への還元と社会からの支援の好循環

◇ できる限り多くの学生が学び、一旦社会に出た

後も学びを継続するための魅力的な高等教育の
提供

◇ 国公私全体で支える高等教育がより重要に
（そのための国公私の役割分担の再確認）

社会の変化に対応できる人材とその成長の場となる高等教育

「個々人の強みを最大限に活かすことを可能とする教育」への転換
・学修者が「自らが学んで身に付けたこと」を説明できる体系的なカリキュラムの編成

教育の質の保証と情報公表

教学マネジメントの確立とその前提としての学修成果の可視化
（教学マネジメント指針の策定、大学に対する学生の学修時間等の
学修成果等の情報公表の義務付け、産業界等の採用プロセスにおける
当該情報の積極的な活用）

入り口での設置認可と認証評価制度の改善
恒常的な情報公表の促進

18歳人口の減少を踏まえた大学の規模や地域配置

大学の規模：あらゆる世代のための「知識の共通基盤」となりうることを見通した設定
• 本格的な人口減少：18歳人口 120万人（2017）→ 103万人（2030）→ 88万人（2040）

• 2040年の大学進学者数推計は約51万人で、現在の約80％の規模に減少

• リカレント教育による多様な年齢層の学生の増加に留意

国が描く将来像と地域で描く将来像
• 全都道府県の大学の配置状況に関する客観的なデータの作成（将来の入学者減の推計を含む）

• 地域の国公私立大学が、地方自治体、産業界を巻き込んで、将来像の議論や連携、交流の企画
を行う恒常的な体制（「地域連携プラットフォーム（仮称）」）を構築

• 国は、地域の実情を踏まえた議論のためのデータや仕組みづくりを行った上で、各地域の議論を
支援し、それらを踏まえた全体像を提示

多様な価値観が集まるキャンパスから新たな価値が生まれる
→ 自前主義から脱却し、学部を越え、大学を越えて多様な人的資源を活用

→ 18歳で入学する従来モデルから脱却し、社会人、留学生、障害のある学生など

多様な年齢層の多様なニーズを持った学生への教育体制の整備

• 実務家、若手、女性、外国籍など多様な
バックグラウンドの教員の採用と質保証

多様な教員 多様な学生

• リカレント教育の充実
• 留学生交流の推進
• 学位等の国際通用性の確保
• 高等教育機関の国際展開

多様で質の高い教育プログラム

• 学部等の組織の枠を越えた学位プログラム
• 単位互換制度と「自ら開設」原則の考え方の整理
• 教員は一つの学部に限り専任となる運用の緩和

大学の多様な強みの強化

• 大学として中軸となる
「強み」や「特色」を明確化

多様性を受け止めるガバナンス

• 他大学、産業界、地方公共団体との恒常的な連携体制の構築
• 国立大学における一法人複数大学制度の導入、私立大学における学部単位での事業譲渡の

円滑化、国公私の枠を越えた連携を可能とする「大学等連携推進法人（仮称）制度」の創設

• 客観的・複眼的な外部からの意見反映と多様な人材の活用による経営力強化のための
学外理事の複数名登用促進

学修成果の可視化の一つの例
（学修ポートフォリオ）

平成30年6月28日 中央教育審議会大学分科会将来構想部会



【現】 【新】

施設助成課

計画課

参事官（技術担当）

防災推進室

監理官

企画官

施設企画課

施設助成課

計画課

参事官（施設防災担当）

災害対策企画官

文教施設監理官

防災・減災企画官

文教施設企画部

（所掌事務の変更）

（名称の変更）

文教施設企画・防災部の設置（平成３０年１０月）の概要（案）

（所掌事務の変更）

（名称の変更、技術的支援体制の強化）

（所掌事務の変更）

（所掌事務の変更）

施設企画課

文教施設企画・防災部

省エネルギー対策業務

施設マネジメント業務
安全対策業務

・省の自然災害に対する総合調整・取りまとめ
・国立文教施設の技術的基準、整備の実施

※名称は仮称

・省の防災体制に関する企画立案調整
・発災時の情報収集、非常災害対策本部の庶務
・公立・国立学校施設の災害復旧に係る支援

・学校の避難所機能強化、省内外との連絡調整
・国土強靱化に関する省内外との連絡調整
・発災時の省全体の支援策の取りまとめ
・省内各種災害復旧事業の総括・進捗管理等


